
1/4 

○相模原市国民健康保険診療所条例 

平成１７年１２月２１日 

条例第１１７号 

(設置) 

第１条 国民健康保険の被保険者に対し療養の給付を行うため国民健康保険法(昭

和３３年法律第１９２号)第８２条の規定により本市に国民健康保険診療所(以下

「診療所」という。)を設置する。 

(名称及び位置) 

第２条 診療所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

相模原市国民健康保険青根診療所 相模原市緑区青根１８３７番地１ 

相模原市国民健康保険内郷診療所 相模原市緑区若柳１２０７番地 

相模原市国民健康保険日連診療所 相模原市緑区日連１０３７番地１ 

(一部改正〔平成１８年条例９９号・２１年３６号〕) 

(任務) 

第３条 診療所は、次に掲げる事項を達成することを任務とする。 

（１）国民健康保険その他社会保険の主旨に基づく診療を行い、国民健康保険事

業を円滑に実施すること。 

（２）本市における保健施設として保健衛生の向上及び増進に寄与すること。 

（３）国民健康保険診療及び保健施設に関する研究調査を行い、国民健康保険の

健全な運営に貢献すること。 

(診療及び居宅サービス) 

第４条 診療所は、本市の国民健康保険の被保険者に対し次に掲げる診療を行うも

のとする。ただし、他市町村の国民健康保険の被保険者又は規則で定める保険各

法に基づく被保険者若しくは組合員若しくは被扶養者、その他の者に対しても診

療を行うことができる。 

（１）健康診断及び健康相談 

（２）療養の指導及び相談 

（３）診察 
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（４）薬剤又は治療材料の投与及び支給 

（５）処置、手術その他の治療 

（６）市長が必要があると認める保健指導 

２ 診療所は、介護保険法(平成９年法律第１２３号)第８条第４項に規定する訪問

看護及び同条第６項に規定する居宅療養管理指導(以下「居宅サービス」という。)

を行うものとする。 

(一部改正〔平成２０年条例２号〕) 

(使用料) 

第５条 前条第１項に規定する診療を受けた者は、次に掲げる額の使用料を納付し

なければならない。 

（１）診療報酬の算定方法(平成２０年厚生労働省告示第５９号)に基づき算定し

た額 

（２）被保険者証等を提出しない者の診療を行ったときは、診療報酬の算定方法

に基づき算定した額に１００分の１５０を乗じて得た額 

（３）往診のために車を使用したときは、往診距離に応じて市長が定める額 

（４）前各号に掲げるもののほか、特別に費用を要するものについては、実費を

基準として市長が定める額 

２ 前条第２項に規定する居宅サービスを受けた者は、介護保険法の規定による指

定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成１２年厚生省告示第

１９号)に基づき算定した額の使用料を納付しなければならない。 

(一部改正〔平成１８年条例３２号・２０年２号〕) 

(手数料) 

第６条 次の各号に掲げる文書の交付を受けようとする者は、当該各号に掲げる額

の手数料を納付しなければならない。 

（１）普通診断書 １通につき１，５７５円 

（２）特別診断書 １通につき４，２００円 

（３）死亡診断書 １通につき３，１５０円 

（４）死体検案書 １通につき３，１５０円 

（５）介護保険法第２７条の規定による要介護認定若しくは同法第３２条の規定
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による要支援認定又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律(平成１７年法律第１２３号)第２１条の規定による障害支援区分の認定

に係る医師の意見書 

ア在宅の者の新規の認定に関するもの １通につき５，２５０円 

イ在宅の者の継続の認定に関するもの １通につき４，２００円 

ウ施設に入所している者の新規の認定に関するもの １通につき４，２００円 

エ施設に入所している者の継続の認定に関するもの １通につき３，１５０円 

（６）証明書 １通につき１，０５０円 

(一部改正〔平成１８年条例９９号・２５年２６号・２６年１号〕) 

(使用料等の納付) 

第７条 前２条に規定する使用料及び手数料(以下「使用料等」という。)は、診療

を受けたとき、又は利用の都度納付しなければならない。ただし、市長が特別の

理由があると認めるときは、延納させ、又は分納させることができる。 

(使用料等の減免) 

第８条 市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料等を減免することがで

きる。 

(利用の制限) 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、診療所の利用を制限する

ことができる。 

（１）診療所における秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあると認められる

とき。 

（２）診療所の建物、附属設備等(以下「施設等」という。)を損傷し、又は滅失

させるおそれがあると認められるとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、診療所の管理上支障があると認められるとき。 

(損害賠償) 

第１０条 診療所の施設等を故意又は過失により損傷し、又は滅失させた者は、市

長の指示に従いこれを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

(委任) 

第１１条 この条例に定めるもののほか、診療所の管理及び運営について必要な事
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項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成１８年３月２０日から施行する。 

(津久井町及び相模湖町の編入に伴う経過措置) 

２ この条例の施行の日前に旧津久井町国民健康保険診療所条例(昭和３４年津久

井町条例第６号)又は旧相模湖町国民健康保険施設条例(昭和４５年相模湖町条例

第１９号)(以下「旧町条例」という。)の規定によりなされた療養、医療等に係る

使用料等については、なお旧町条例の規定の例による。 

(藤野町の編入に伴う経過措置) 

３ 藤野町の編入の日前に旧藤野町国民健康保険診療所条例(昭和３７年藤野町条

例第３３号。以下「旧藤野町条例」という。)の規定によりなされた療養、医療等

に係る使用料等の取扱いについては、なお旧藤野町条例の規定の例による。 

(追加〔平成１８年条例９９号〕) 

附 則(平成１８年３月３１日条例第３２号) 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則(平成１８年１２月２５日条例第９９号) 

この条例は、平成１９年３月１１日から施行する。ただし、第６条の改正規定は、

公布の日から施行する。 

附 則(平成２０年３月１４日条例第２号) 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則(平成２１年１２月２２日条例第３６号抄) 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則(平成２５年３月２９日条例第２６号) 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則(平成２６年２月７日条例第１号) 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 


